
平成22年7月期 決算短信 
平成22年9月13日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 テックファーム株式会社 上場取引所 大 
コード番号 3625 URL http://www.techfirm.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 千原 信悟
問合せ先責任者 （役職名） 管理部長 （氏名） 松本 圭太 TEL 03-5468-2778
定時株主総会開催予定日 平成22年10月22日 配当支払開始予定日 平成22年10月25日
有価証券報告書提出予定日 平成22年10月25日

1.  22年7月期の連結業績（平成21年8月1日～平成22年7月31日） 

(注) 
１．平成22年７月期より連結財務諸表を作成しているため、平成21年７月期の数値及び対前期増減率については、記載しておりません。 
２．平成22年７月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 
３．平成22年７月期の自己資本当期純利益率の算定における自己資本については、期末自己資本を使用しております。 
４．平成22年７月期の総資産経常利益率の算定における総資産については、期末総資産を使用しております。 

(2) 連結財政状態 

(注)平成22年７月期より連結財務諸表を作成しているため、平成21年７月期の数値については、記載しておりません。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

(注)平成22年７月期より連結財務諸表を作成しているため、平成21年７月期の数値については、記載しておりません。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年7月期 2,407 ― 105 ― 108 ― 37 ―
21年7月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年7月期 1,666.38 ― 4.4 7.9 4.4
21年7月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 22年7月期  ―百万円 21年7月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年7月期 1,377 851 61.7 37,547.77
21年7月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本   22年7月期  850百万円 21年7月期  ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年7月期 156 △179 164 343
21年7月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

(注)平成22年７月期の純資産配当率（連結）の算定における純資産については、期末純資産を使用しております。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年7月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年7月期 ― 0.00 ― 550.00 550.00 12 33.0 1.5
23年7月期 

（予想）
― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 20.0

3.  23年7月期の連結業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

1,348 ― 38 ― 38 ― 6 ― 275.36

通期 2,952 22.7 211 101.0 222 105.8 112 198.7 4,987.68

－ 1 －



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注)詳細は、11ページ「２．企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 1社 （社名 エクシーダ株式会社 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 無
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年7月期 23,730株 21年7月期 23,730株
② 期末自己株式数 22年7月期  1,083株 21年7月期  893株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年7月期の個別業績（平成21年8月1日～平成22年7月31日） 

(注) 
１．平成21年７月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま
せん。 
２．平成22年７月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年7月期 2,373 30.9 109 ― 113 ― 44 ―
21年7月期 1,813 △12.5 △90 ― △92 ― △63 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年7月期 1,953.44 ―
21年7月期 △2,727.03 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年7月期 1,375 857 62.3 37,835.40
21年7月期 966 821 84.9 35,926.26

（参考） 自己資本 22年7月期  856百万円 21年7月期  820百万円

2.  23年7月期の個別業績予想（平成22年8月1日～平成23年7月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．当社は 平成22年７月期より連結財務諸表を作成しております。  
２．本資料に掲載されている業績予想につきましては、本資料発表日において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は、業況の変
化等により予想値と異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、４ページ「１．経営
成績 （１）経営成績に関する分析 次期の見通し」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

1,302 24.8 59 ― 60 ― 18 ― 832.60

通期 2,770 16.7 209 92.3 221 95.5 112 153.7 4,965.96

－ 2 －



当連結会計年度におけるわが国の経済は、国内外の景気対策や新興国向け需要の回復等により一部景気

回復の兆しがみられるものの、デフレや円高の進行等により企業の収益環境及び雇用情勢、設備投資は依

然として厳しく、先行き不透明な状況が続いております。 

  当社グループが属する情報サービス業界におきましても、企業のIT投資意欲に改善の兆しがみられるも

のの、IT投資の先送り、予算削減及び投資効率の高い投資に限定される等、依然として厳しい局面が続い

ております。また、携帯電話関連業界にあっては、モバイル通信の高速化・大容量化、スマートフォン等

携帯端末の高機能化等、事業環境が急速に変化する局面を迎えており、今後も新しい技術とサービスに向

けた需要は依然として堅調ではありますが、投資に対する抑制傾向は今後も続くものと予想されます。 

このような状況のもと、当社グループは引き続きソフトウエア開発を中心としたソリューションの受託

開発、運用・保守事業の拡大に注力するとともに、新規顧客の開拓、既存顧客との関係強化、顧客のニー

ズに合わせた新しい技術及び付加価値の高いITサービスの提案等に努めてまいりました。また、業務提携

等によるパートナー会社との新ソリューションの構築及び子会社であるエクシーダ株式会社との協力関係

の強化により事業拡大に取り組んでまいりました。 

 その結果、売上高につきましては、営業体制の強化及び積極的な新規顧客の開拓により、当社グループ

の強みである携帯アプリケーション開発、Webアプリケーション、ECシステム等を中心に受注案件が増加

したこと、また、工事進行基準の採用等により、売上高は当初の予想を上回りました。 

  利益につきましても、プロジェクト管理の徹底による見積の精度向上、不採算案件の低減、主力事業へ

のリソースの集中配分による生産性向上等により、営業利益、経常利益及び当期純利益は当初の予想を大

幅に上回りました。 

 なお、経費削減及び業務効率向上のため、本社移転を決定したことから、本社移転損失引当金繰入額、

本社移転関連費用による特別損失30,016千円を計上いたしました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は2,407,475千円、営業利益105,058千円、経常利益108,229千

円、当期純利益37,811千円となりました。 

  

（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年との対比は行っておりません。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

－ 3 －
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（次期の見通し） 

 次期の国内景気につきましては、一部経済指標に改善の兆しがみられるものの、先行き不透明な状況

が続いており、企業のIT投資は、依然として慎重な姿勢が続くものと見込まれます。このような事業環

境の中、当社グループは、引き続きソフトウエア開発を中心としたソリューションの受託開発の拡大に

注力するとともに、受託開発以外の新規事業への積極的な展開、プロジェクト管理及び営業体制の強

化、事業競争力及び事業基盤の更なる強化に向けた諸施策に、全社を挙げて取り組んでまいります。 

 また、本社及び分室の２か所の拠点を１か所に集約し、コミュニケーションロスの削減、業務効率及

び生産性の向上、昨今のオフィス賃料相場の下落による事務所費用の削減を目的として、本社移転を計

画しております。 

 以上の結果、平成23年７月期の業績見通しにつきましては、売上高2,952百万円（前期比22.7％

増）、営業利益211百万円（前期比101.0％増）、経常利益222百万円（前期比105.8％増）、当期純利益

112百万円（前期比198.7％増）を見込んでおります。  

※本資料における予想につきましては、当社グループが現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通

しであり、実際の業績は、業況の変化等により予想値と異なる可能性があります。 

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、1,010,008千円となりました。この主な内訳は、受取手形及び売掛金542,325千円、現金

及び預金343,610千円、繰延税金資産52,696千円等であります。 

  固定資産は、367,610千円となりました。この主な内訳は、差入保証金132,745千円、ソフトウエア

132,675千円、投資有価証券48,361千円等であります。 

  この結果、当連結会計年度末における資産合計は、1,377,618千円となりました。 

  

（負債） 

流動負債は、515,929千円となりました。この主な内訳は、短期借入金180,000千円、支払手形及び買

掛金94,958千円、未払金70,803千円等であります。 

 固定負債は、10,355千円となりました。これは、リース債務10,355千円によるものであります。 

  この結果、当連結会計年度末における負債合計は、526,284千円となりました。 

  

（純資産） 

純資産合計は、851,334千円となりました。この主な内訳は、資本金319,445千円、資本剰余金

279,445千円、利益剰余金300,558千円等であります。 

  

（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年との対比は行っておりません。 

  

(2) 財政状態に関する分析

－ 4 －
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② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、343,610千円となり

ました。 

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、156,354千円となりました。 

  この主な内訳は、売上債権の増加額165,693千円等の資金の減少、仕入債務の増加額85,908千円、税

金等調整前当期純利益78,078千円、減価償却費60,990千円等による資金の増加であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、179,385千円となりました。 

  この主な内訳は、自社利用ソフトウエア開発に伴う無形固定資産の取得による支出130,930千円等で

あります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、164,274千円となりました。 

  この主な内訳は、短期借入金の純増加額180,000千円等であります。 

  

（注）当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年との対比は行っておりません。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
算定基準 

  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注１)連結ベースの財務数値により計算しております。 

(注２)株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注３)キャッシュ・フローは営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

(注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を 

   対象としております。 

(注５)当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成21年７月期までの内容は記載して 

   おりません。 

平成22年７月期

自己資本比率(％) 61.7

時価ベースの自己資本比率(％) 87.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 123.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 93.8

－ 5 －
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当社グループは、株主に対する利益還元を重要な経営課題と位置付け、財務体質の強化及び積極的な

事業展開に備えるため必要な内部留保を確保しつつ、業績に対応した配当を行うことを基本方針として

おります。 

 当社の剰余金の配当は、定時株主総会にて１回又は中間配当を含めた２回を基本的な方針としており

ます。配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 内部留保資金につきましては、今後の事業展開への備えと研究開発投資等、企業価値の向上に有効活

用していきたいと考えております。 

 以上の方針に基づき、平成22年７月期の配当金につきましては、復配記念配当を含めて１株当たり

550円を予定しております。 

 なお、次期の配当につきましては、引き続き厳しい経営環境が続くと予想されますが、株主重視の観

点、業績の見通し及び配当性向等を総合的に勘案し、１株当たり1,000円の年間配当を予定しておりま

す。 

 また、自己株式の取得につきましては、経済変化に対応した機動的な資本政策を遂行するために財務

状況や株価の動向等を勘案しながら適切に対応してまいります。 

  

当社グループの経営成績、財政状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えら

れる事項、また、投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項について記載しております。 

 なお、以下の記載における将来に関する事項については、特段の記載がない限り、発表日現在におい

て当社グループが想定される範囲で記載したものであり、当社株式への投資に関するリスクすべてを網

羅するものではありません。 

  

①事業に関するリスクについて 

 １）外部環境の変化と当社グループのイノベーションの停滞について 

a.事業環境の変化について 

当社グループの事業は、携帯電話やインターネット等のIT技術と密接な関係にあります。IT分野

の技術革新の進展は目覚しく、最新の技術・サービスの動向や顧客ニーズの変化に機敏に対応して

いくことが当社グループにとって必要となります。そのため、当社グループは、最新技術に関する

研究開発や優秀な人材の確保を継続的に進めております。しかしながら、急激な事業環境の変化に

適時十分な対応を成し得なかった場合、あるいは、その対応に時間を要した場合には当社グループ

の経営成績及び財政状態に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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b.競合について 

当社グループの事業の最大の特徴は、顧客と目的を共有し、ともに問題解決の道を探り、「顧客

のやりたいこと」が実現できる「仕組み」をひとつのシステムとしてまとめ上げるための「技術・

コンサルティング力」を提供することにあると考えております。これを実現するため、当社グルー

プは創業以来一貫して、提案・要件定義・基本設計といった上流工程から、開発・運用・保守に至

るすべての工程をすべて自社で行う「ワンストップ・サービス」を徹底し、他社との差別化を図っ

てまいりました。 

 しかしながら、事業環境の変化に十分な対応ができなかった場合と同様、優秀な人材の確保・育

成がままならず、顧客のニーズを的確に捉えたサービスを提供できなくなった場合やそれ以外の何

らかの要因によって当社グループの競争力が低下した場合には、当社グループの事業戦略、経営成

績及び財政状態に大きな影響を与える可能性があります。 

  

２）特定の販売先又は業界への依存度について 

当社グループは様々な業界に属する企業の基幹業務システムやサービス提供を担うシステムの受

託開発及び運用・保守を手掛けるシステムインテグレータでありますが、とりわけ、モバイル系ソ

リューションビジネスを得意としております。したがって、当社グループの事業戦略、経営成績及

び財政状態は、携帯電話キャリアあるいは携帯電話を利用したサービスを提供する企業群の設備投

資、新機種・新機能・新サービスの開発スケジュール等の動向に影響を受けるものといえます。 

  

３）運用・保守サービスの取引の永続性について 

当社グループのシステム運用・保守サービスは、顧客との契約に基づき、一定期間で終了するも

のと一定期間終了後同期間自動更新されるものとがあります。ほとんどの契約は自動更新契約とな

っており、また、「Ｇガイドモバイル」に関しては、提供している運用サービスのバックエンド基

幹システムの著作権を当社が保有することで、取引打ち切り等のリスクの低減を図っております。

 しかしながら、いずれに関しても、取引の永続性が保証されているものではなく、何らかの理由

により当社グループが見込んでいた取引が継続困難な状況となった場合には、当社グループの事業

戦略、経営成績及び財政状態に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

４）当社グループの研究開発活動及び投資判断に関するリスク 

当社グループは、受託開発事業主体の収益構造を改善すべく、課金収入が主体となる新規サービ

スの発掘育成を戦略的に推進しております。そのための研究開発活動や投資活動に関しては、リス

ク軽減を図るため、顧客ニーズ、当社グループの技術の比較優位性、IT技術の動向等を勘案し、所

要変動に応じた段階的な投資を行っております。また、当社グループ単独ではリスクの高い大きな

プロジェクトとなる場合には、有力企業との提携等も視野に入れながら活動しております。これら

の投資に際して、当社グループがその市場性を見誤り期待どおりの成果を上げられなかった場合、

当社グループの事業戦略、経営成績及び財政状態に悪影響が及ぶ可能性があります。また、当社グ

ループ内の人的・技術的制約により新サービスに対し継続的なバージョンアップや機能追加ができ

なかった場合、あるいは、同等又はそれ以上のサービスを低価格で提供する競合他社が出現した場

合にも、同様に悪影響が及ぶ可能性があります。 
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５）不採算プロジェクトの発生について 

システム開発においては、要件定義の内容に基づき開発を開始した後でも、顧客の要望その他の

事由によって、開発内容の変更に対応しなければならない場合があり、一部のプロジェクトについ

て当初見積以上の原価が発生する等の悪影響が生じるおそれがあります。 

 当社グループでは、不採算プロジェクトの発生防止や早期発見のため、顧客とのコミュニケーシ

ョンの濃密化、リスク要因のレビューレベルの強化、プロジェクトマネジメントスキルの向上等に

努め、見積精度の向上とリスク管理の徹底を図り、品質管理体制の拡充強化を進めております。 

 しかしながら、こうした企業努力により不採算プロジェクトの発生を完全に防止できる保証はな

く、プロジェクトの規模によっては、当社グループの事業計画、経営成績及び財政状態に悪影響が

及ぶ可能性があります。 

  

６）個人情報を含めた情報管理体制について 

当社グループはシステム開発や運用、又はサービス提供の遂行過程において、顧客の機密情報や

ユーザーの個人情報を取り扱う可能性があります。また、社内日常業務を遂行する過程において

も、役員及び従業員、取引先企業の役職員に関する個人情報に接する機会があります。 

 当社では、システム上のセキュリティ対策に加え、様々な情報を取り扱うシステム開発・運用サ

ービス業者としての信頼性を高めるため、「JIS Q 27001」、「ISO/IEC27001」、「プライバシー

マーク（Ｐマーク）」という３つの情報セキュリティに関する公的認証を取得しております。ま

た、これら公的認証に準拠した「情報セキュリティマニュアル」を整備し、取締役及び全幹部従業

員により構成される「情報セキュリティ委員会」（月例会・年次総会）を中心に、プライバシーマ

ーク許諾事業者として遵守すべきコンプライアンスに関する社内教育をはじめ、ISMS（情報セキュ

リティマネジメントシステム）の運営、維持、改善に努めております。なお、万が一の事態に備

え、専門事業者賠償責任保険にも加入しております。 

 しかしながら、こうした取り組みによって将来にわたり情報漏洩を完全に防止できる保証はな

く、仮に個人情報その他の機密情報が外部流出するような事態が生じた場合には、当社グループの

社会的信用に与える影響は大きく、その代償として当社グループの業績にも多大な悪影響が及ぶ可

能性があります。 
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７）当社グループの設備・ネットワークについて 

当社グループが提供するサービスに係るサーバ機器は外部データセンターを利用し設置しており

ます。現在利用しているデータセンターは、いずれも耐震耐火構造であり、無停電電源装置、自家

発電装置、高信頼性空調設備を備えております。また、有人及び監視カメラ等による監視のほか、

入退出時のIDカード提示等徹底した入退出管理体制を整えております。また、当社グループのサー

ビスの安定性、安全性及び高信頼性を担保するための施策としては、テープによる十全なバックア

ップ体制を整備するほか、ハードウエア、ネットワークシステムをそれぞれ二重化し、24時間体制

で運用・監視等を実施しております。 

 このように当社グループは、その設備、ネットワークの整備保全について、システム運用サービ

スを提供する者として責任ある体制の構築に努めております。しかしながら、現行のシステム運用

管理体制が、自然災害やコンピュータウイルスのネットワーク侵入等による障害を完全に排除でき

る保証はなく、万が一、当社グループの設備、ネットワークに障害が発生し、長期間にわたりシス

テムが停止する等の事態が生じた場合、当社グループの信用、経営成績及び財政状態に悪影響が及

ぶ可能性があります。 

  

②組織に関するリスク 

１）特定人物への依存について 

当社グループの経営方針及び事業戦略は現役員にその大半を依存しております。特に事業の推進

に当たって重要な役割を果たし、経営者としての経験と実績、さらに豊かな国際経験をもって全社

的な経営に当たり、グループ経営体制の強化と充実において重要な役割を担っている当社代表取締

役社長の千原信悟、技術や業界に関する豊富な経験と知識を有している当社取締役副社長CTOの小

林正興は、当社グループの経営及び事業推進において重要な役割を担っております。 

当社グループでは取締役会や経営会議等によって役員及び幹部従業員の情報共有や組織体制の整

備を行っておりますが、何らかの理由により、これらの人物が経営に関与できなくなった場合は、

当社グループの事業戦略及び業績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

２）人材の確保及び育成について 

当社グループが今後成長していくためには、システム開発・運用に関する技術者、また、これら

のサービスを顧客に対してコンサルティングを行える営業スタッフ、さらに、組織拡大に対応する

ための管理担当者等、各方面での優秀な人材の確保及び育成が重要になっております。 

 当社グループでは優秀な人材の確保及び育成のために努力を続けておりますが、適切な人材の確

保及び育成が当社グループの目論見どおりに進まなかった場合は、当社グループの業績に影響を与

える可能性があります。 
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③その他のリスクについて 

１）法的規制等について 

当社グループの事業に関する法的規制につきましては、「電気通信事業法」及び「個人情報の保

護に関する法律」等がありますが、現状においては、当社グループの事業の発展を大きく阻害する

要因となるような法的規制はないものと認識しております。しかしながら、なお、今後インターネ

ットの利用者や関連するサービス及び事業者を規制対象とする法令等の制定、既存の法令等の解釈

の変更がなされる可能性は否定できません。この場合、設備、要員等の増強に係る追加的費用の負

担等必要な対応を迫られるおそれがあり、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響が及ぶ可

能性があります。 

  

２）知的財産権について 

当社グループは、開発したシステムやビジネスモデル等に関し、常に特許権等の知的財産権の取

得を目指しております。現在、顧客との共同出願を含め特許権の登録が10件あるほか、出願中の権

利も多数あります。 

 第三者の知的財産権を当社グループが侵害している可能性については、当社グループだけの調査

にとどまらず、特許事務所と顧問契約を締結し調査を行っております。 

 これまで当社グループは第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提起された事実はなく、ま

た、当社グループが侵害を受けた事実もありませんが、当社グループが認識していない第三者の知

的財産権が既に存在していた場合、あるいは今後新たに権利取得がなされた場合、損害賠償や使用

差止請求等の訴えの提起、ロイヤルティの支払の請求等を受けるおそれがあります。この場合、当

社グループの事業、経営成績及び財政状態に悪影響が及ぶ可能性があります。 

  

３）資金調達に係る財務制限条項について 

当社は、安定的な資金調達を図るため、金融機関との間でコミットメントライン契約を締結して

おりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、これらの条件に抵触した場合には期

限の利益を喪失し、一括返済を求められる等により、当社の財務状況等に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

４）新株予約権の行使による株式価値の希薄化について 

当社は、新株予約権方式によるストック・オプション制度を採用しております。当社では、平成

13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に従って、平成17年10月27日開催の第14回定時

株主総会決議に基づき、平成18年８月１日に当社取締役１名及び従業員12名に対し56個（560

株）、平成18年９月７日に従業員１名に対し３個（30株）の新株予約権を付与しております。 

 平成22年７月31日現在において、当社の新株予約権の目的となる株式の数は330株となってお

り、当該株式数は、これに発行済株式総数（23,730株）を加えた24,060株の1.4％に相当いたしま

す。当該新株予約権の行使により発行される株式は、将来的に当社の１株当たりの株式価値を希薄

化させる要因となります。また、当社が今後新たなストック・オプションを付与する場合にも、同

様に当社の１株当たりの株式価値は希薄化され、当社株式の株価形成にも影響を及ぼす可能性があ

ります。 
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当社グループは、当社、連結子会社１社及び関連会社１社で構成されており、モバイル関連システム、

インターネット関連システム及び業務システム等受託開発に関する業務を主たる事業としております。 

 当社グループは、蓄積した技術やノウハウを「技術サービス」として提供すること、「ITの発展」に寄

与すること、「社員の成長」を通じて「顧客の価値創造」を実現し、社会への貢献に努めていくことを経

営理念とし、この経営理念を実現すべくグループ全体で企業価値の向上に邁進しております。 

 なお、当社発行済株式総数の19.0％（平成22年７月31日現在）を所有しているユナイテッドベンチャー

ズ株式会社は、当社のその他の関係会社であります。同社とはシステム開発業務について取引関係がござ

います。 

 また、エクシーダ株式会社は、平成22年２月17日に新設分割により設立したため、当連結会計年度より

連結子会社となりました。 

  

(1) 当社の事業内容 

当社は、モバイル開発からシステム開発まで総合的ITサービスの提供を二通りのアプローチで実行し

ております。 

 そのひとつが、企業向けの各種システム（基幹、インターネット、モバイルアプリケーション等）の

受託開発、ネットワーク・インフラ構築及びこれらの運用・保守サービスを含むシステムインテグレー

ションであります。いわゆる上流工程（コンサルティング、要件定義・分析、外部設計）から下流工程

（内部設計、プログラミング、テスト）という一連のソフトウエア開発工程に加え、運用・保守までを

ワンストップで提供することで、顧客のニーズを具体化し、顧客事業やマーケットの変化に対して柔軟

かつスピーディに対応できるサービスの提供を行っております。 

 もうひとつが、当社が蓄積した技術やノウハウを、コンシューマーサービスに適用し、製品又はサー

ビスとして横展開することで顧客へのスピーディなシステム導入、投資効果の向上を実現し、更に他社

との協業により、技術の要素を組み合わせ、応用し、より高度なソリューションを提案することで、顧

客の利便性向上や幅広いニーズに応えるトータルソリューションサービスの提供を行っております。 

  

(2) 連結子会社（エクシーダ株式会社）の事業内容 

「STARシリーズ」等の自社製品の開発・販売及びこれに付随する技術サービスの提供、市場や顧客ニ

ーズに応えうる技術サービスを主たる事業としております。 

  

関連会社であるカデンツァ株式会社は、ソフトウエア開発及びインターネットサービス運営事業を主

たる事業としております。 

  

2. 企業集団の状況
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（事業系統図） 

 

  

(注) １ 連結子会社 

２ 持分法非適用関連会社 

３ その他の関係会社 
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当社グループは、透明かつ公正な経営に努め、すべてのステークホルダーにとって信頼できるパート

ナーであるとともに、強固な経営基盤を持つ企業体として継続的に成長し、企業価値の向上に努めま

す。 

 このため、私たちは、「顧客満足の追求」、「高付加価値の追求」、「プロフェッショナリズムの追

求」という基本方針を掲げ、事業活動に邁進いたします。 

  

「顧客満足の追求」 

 技術力、品質マネジメント力、組織力を高め、顧客満足を追求する。 

「高付加価値の追求」 

 モノを売るのでも、時間を売るのでもなく“価値”を売る。 

「プロフェッショナリズムの追求」 

 全社員が技術のプロフェッショナルとして絶え間なく進化し、新たな価値の創造に努める。 

  

当社グループは、収益性を重視したうえで継続的成長を実現することを経営目標と認識し、売上高成

長率及び売上高営業利益率を重要な指標としております。また、従業員の成長による生産効率向上を重

視し、一人当たりの売上高の向上も目指しております。 

  

当社グループは、全方位的に高度なITサービスを提供することで「技術のテックファーム」としての

評価をいただき、創業より一貫して成長を続けてまいりました。特にモバイルインターネットの草創期

から携わってきた携帯電話向けソリューション開発と業務用システム開発において培った実績と取引顧

客は、当社グループの強みであると認識しております。 

 今後も、これまで培った技術・ノウハウという強みを活かして中核であるシステムインテグレーショ

ンの受託開発の拡大を図るとともに、顧客・パートナー及びアライアンス先との協業による新規事業の

収益化に努め、中期的な継続成長を目指してまいります。 

 システムインテグレーションの受託開発につきましては、営業力の強化により案件ボリュームの拡

大・質的向上と、顧客の開発需要取り込みの積極化により売上の拡大を目指します。同時にプロジェク

ト管理体制の更なる強化を推進し、人材教育を含む品質管理を徹底するとともに高採算プロジェクトの

選別と開発コストの低減を進めて生産性を高め、収益の確保に努めます。 

 また、現在の受託開発中心の収益構造を改革する施策として、参入障壁の高い特定業界・特定分野へ

の経営資源の投入等による新しいビジネスモデルの創造、新しい技術分野の研究・開発等による先見的

なソリューションの企画等を積極的に推し進め、持続的な事業基盤の構築と利益の拡大に注力してまい

ります。 

 これらの施策を行うに当たっては、会社基盤の整備が最重要課題であると認識しており、財務基盤の

強化に注力し、成長への努力を継続してまいります。 

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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 当社グループが対処すべき課題は、以下のとおりです。 

  

①収益構造の変革 

 当社グループは受託開発を主力としているため、労働集約型の収益構造となっております。これまで

どおりワンストップ・サービスを提供することで新規顧客の獲得に努め、運用・保守サービスによる固

定的な収益の積み上げを図ってまいります。また、顧客基盤を有する企業及び参入障壁の高い特定業

界・特定分野に経営資源を投入し、受託開発の拡大を図るとともに、新規事業の推進並びに新たな収益

基盤の構築を目指します。 

  

②強固な売上基盤及び顧客基盤の確立 

 当社グループは成長軌道の確立を実現するために、営業部を新設し、より効率的で機動力のある営業

体制を確立するとともに、顧客への戦略的な営業展開、顧客のニーズに対応した横断的なソリューショ

ンサービスの提案に努め、営業力・受注力の拡大に取り組んでまいります。また、業務提携等によるパ

ートナー戦略の拡充により、ビジネス機会の創出、機動的なシステム導入及び価格競争力の強化を図

り、新たな顧客基盤の確立を目指します。  

  

③プロジェクト管理体制の強化 

 システムの受託開発は、著しい技術の進歩により、高度化、複雑化の一途を辿っております。このよ

うな状況のもと、開発スケジュールや当初見積収益を維持し、顧客が満足する品質を維持することがで

きるよう、プロジェクトアドバイザー制度を導入し、見積の精度向上と提案力の強化を図ってまいりま

す。また、プロジェクト進捗、損益状況に対して十分に注意喚起できる組織的な管理体制も構築してま

いります。 

  

④優秀な人材の確保及び育成 

 当社グループは積極的な事業展開を推進するために、優秀な人材の確保と育成が不可欠であると認識

しております。そのため、マネジメント人材の確保、上級プロジェクトマネジャーの増強、技術者のロ

ーテーション等、継続的な人員増強、教育及び育成を行い、個々のスキルアップ、更には組織総合力の

向上に努めてまいります。また、人事制度及び評価制度の見直し、機会均等及び適材適所等、人材の育

成と活性化を推進してまいります。   

  

 該当事項はありません。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.  連結財務諸表 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成22年７月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 343,610

受取手形及び売掛金 542,325

仕掛品 ※2  43,516

原材料及び貯蔵品 181

繰延税金資産 52,696

その他 41,962

貸倒引当金 △14,284

流動資産合計 1,010,008

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 20,842

減価償却累計額 △20,842

建物及び構築物（純額） －

工具、器具及び備品 93,464

減価償却累計額 △69,627

減損損失累計額 △5,897

工具、器具及び備品（純額） 17,938

リース資産 12,875

減価償却累計額 △643

リース資産（純額） 12,231

有形固定資産合計 30,170

無形固定資産  

ソフトウエア 132,675

その他 302

無形固定資産合計 132,977

投資その他の資産  

投資有価証券 48,361

差入保証金 132,745

繰延税金資産 18,340

その他 ※1  5,549

貸倒引当金 △535

投資その他の資産合計 204,461

固定資産合計 367,610

資産合計 1,377,618
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(平成22年７月31日) 

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 94,958

短期借入金 ※3  180,000

リース債務 2,542

未払金 70,803

未払法人税等 21,094

賞与引当金 57,876

製品保証引当金 9,800

本社移転損失引当金 17,026

その他 61,827

流動負債合計 515,929

固定負債  

リース債務 10,355

固定負債合計 10,355

負債合計 526,284

純資産の部  

株主資本  

資本金 319,445

資本剰余金 279,445

利益剰余金 300,558

自己株式 △48,860

株主資本合計 850,587

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 △243

評価・換算差額等合計 △243

新株予約権 990

純資産合計 851,334

負債純資産合計 1,377,618
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 2,407,475

売上原価 ※1  1,622,495

売上総利益 784,980

販売費及び一般管理費  

役員報酬 125,068

給料及び手当 212,291

支払手数料 68,338

貸倒引当金繰入額 5,319

賞与引当金繰入額 14,382

その他 254,522

販売費及び一般管理費合計 ※2  679,921

営業利益 105,058

営業外収益  

受取利息 1,600

受取配当金 14

投資有価証券評価益 1,070

投資有価証券割当益 2,034

助成金収入 680

還付加算金 779

還付消費税等 893

その他 106

営業外収益合計 7,178

営業外費用  

支払利息 1,666

支払手数料 2,250

その他 90

営業外費用合計 4,007

経常利益 108,229

特別損失  

固定資産除却損 ※3  134

本社移転関連費用 ※4  12,990

本社移転損失引当金繰入額 17,026

特別損失合計 30,150

税金等調整前当期純利益 78,078

法人税、住民税及び事業税 16,933

法人税等調整額 23,333

法人税等合計 40,266

当期純利益 37,811
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本  

資本金  

前期末残高 319,445

当期末残高 319,445

資本剰余金  

前期末残高 279,445

当期末残高 279,445

利益剰余金  

前期末残高 262,746

当期変動額  

当期純利益 37,811

当期変動額合計 37,811

当期末残高 300,558

自己株式  

前期末残高 △41,188

当期変動額  

自己株式の取得 △7,671

当期変動額合計 △7,671

当期末残高 △48,860

株主資本合計  

前期末残高 820,447

当期変動額  

当期純利益 37,811

自己株式の取得 △7,671

当期変動額合計 30,139

当期末残高 850,587

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 －

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △243

当期変動額合計 △243

当期末残高 △243

評価・換算差額等合計  

前期末残高 －

当期変動額  

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △243

当期変動額合計 △243

当期末残高 △243
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(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

新株予約権  

前期末残高 990

当期末残高 990

純資産合計  

前期末残高 821,437

当期変動額  

当期純利益 37,811

自己株式の取得 △7,671

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △243

当期変動額合計 29,896

当期末残高 851,334
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当連結会計年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 78,078

減価償却費 60,990

投資有価証券評価損益（△は益） △1,070

投資有価証券割当損益（△は益） △1,960

固定資産除却損 134

本社移転関連費用 12,990

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13,398

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,012

製品保証引当金の増減額（△は減少） 3,000

本社移転損失引当金の増減額(△は減少) 17,026

受取利息及び受取配当金 △1,614

支払利息 1,666

売上債権の増減額（△は増加） △165,693

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,597

仕入債務の増減額（△は減少） 85,908

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,105

その他 48,721

小計 131,300

利息及び配当金の受取額 1,614

利息の支払額 △2,789

法人税等の支払額 △2,804

法人税等の還付額 29,033

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,354

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △3,725

無形固定資産の取得による支出 △130,930

差入保証金の差入による支出 △44,925

その他 196

投資活動によるキャッシュ・フロー △179,385

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 180,000

長期借入金の返済による支出 △5,000

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △621

自己株式の取得による支出 △8,434

配当金の支払額 △181

その他 △1,487

財務活動によるキャッシュ・フロー 164,274

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 141,243

現金及び現金同等物の期首残高 202,367

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  343,610
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       該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当連結会計年度
(自  平成21年８月１日
至  平成22年７月31日)

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 

エクシーダ株式会社

なお、エクシーダ株式会社は当
連結会計年度において新設分割に
より設立したため、連結の範囲に
含めております。

（2）非連結子会社の名称等

   該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事

項

（1）持分法を適用した非連結子会社及

び関連会社

該当事項はありません。

（2）持分法を適用しない非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社等の

名称

カデンツァ株式会社

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない関連会

社は、当期純利益及び利益剰余金

等が連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

  連結子会社であるエクシーダ株式会

社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。

４．会計処理基準に関する事

項

（1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①  有価証券

イ．関連会社株式

移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）によ

っております。 

  なお、組込デリバティブの時価

を区分して測定できない複合金融

商品については、複合金融商品全

体を時価評価し、評価差額を当連

結会計年度の営業外損益に計上し

ております。

②  たな卸資産

イ．仕掛品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

ロ．貯蔵品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）
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当連結会計年度
(自  平成21年８月１日
至  平成22年７月31日)

（2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

 

①  有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

②  無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（２～５年）に基づく定額法

を採用しております。

③  リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

④  長期前払費用

均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

（3）重要な引当金の計上基準 ①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

②  賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当連結会計年

度に対応する見込額を計上しており

ます。
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当連結会計年度
(自  平成21年８月１日
至  平成22年７月31日)

③  製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の支出

に備えるため、個別案件に対する見

積額及び売上高に対する過去の実績

率を基準とした見積額を計上してお

ります。

④  受注損失引当金

受注制作ソフトウエア開発に係る

将来の損失に備えるため、当連結会

計年度末における受注制作ソフトウ

エア開発のうち、損失の発生が見込

まれ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる契約について損

失見込額を計上しております。

⑤  本社移転損失引当金

本社移転に伴い将来発生する損失

に備えるため、原状回復費等の損失

見込額を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計

上基準

売上高及び売上原価の計上基準

①  当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められ

る契約

工事進行基準（原価の進捗率の見

積もりは原価比例法）

②  その他の契約

検収基準（工事完成基準）

（追加情報）

「工事契約に関する会計基準」の適用

  受注制作のソフトウエア開発に係る

収益及び費用の計上基準については、

当連結会計年度より「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 

 平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号  平成19年12月

27日）を適用しております。

  これにより、当連結会計年度の売上

高は78,433千円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ33,772千円増加しており

ます。

（5）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３カ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。
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(7)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

当連結会計年度 
(平成22年７月31日)

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次

のとおりであります。

関係会社株式         3,100千円

※２  損失が見込まれる受注制作のソフトウエア開発

契約に係るたな卸資産は、これに対応する受注損失

引当金2,820千円（うち、仕掛品に係る受注損失引

当金2,820千円）を相殺表示しております。

※３  コミットメントライン及び財務制限条項

  当社は、資金調達枠の確保を目的とし、取引銀行

１行とバイラテラル方式によるコミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

融資枠設定金額  150,000千円 

借入実行残高    150,000千円 

差引残高             －千円

  上記のコミットメントライン契約には、次の財務制

限条項が付されております。

・決算期（中間期を含む）の末日における連結の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること

・決算期（中間期を含む）の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること

・決算期（中間期を含む）における連結の損益計算書

における営業損益及び経常損益を損失とならないよう

にすること。

・決算期（中間期を含む）における単体の損益計算書

における営業損益及び経常損益を損失とならないよう

にすること。

・決算期（中間期を含む）の末日における連結の貸借

対照表上の借入依存度を60％以下に維持すること。

・決算期（中間期を含む）の末日における単体の貸借

対照表上の借入依存度を60％以下に維持すること。
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当連結会計年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議による自己株式の取得による増加 190株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

  

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

※１     売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

は2,820千円であります。

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は2,943千円

であります。

※３

 

 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。

工具、器具及び備品 134千円

※４   本社移転関連費用の内訳は、翌連結会計年度の

本社移転に伴う固定資産の臨時償却費6,990千円

及び不動産仲介・その他の費用6,000千円であり

ます。

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,730 ─ ─ 23,730

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 893 190 ─ 1,083

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 990

合計 ― ― ― ― 990
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４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

 
  

当社グループの事業は、単一事業であるため該当事項はありません。 

  

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年10月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 12,455 550 平成22年７月31日 平成22年10月25日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成22年７月31日現在)

  現金及び預金勘定 343,610千円

 現金及び現金同等物 343,610千円

 

  ２ 重要な非資金取引の内容

  当連結会計年度に新たに計上したファイナン

ス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それ

ぞれ12,875千円であります。

(セグメント情報)

a.  事業の種類別セグメント情報

b.  所在地別セグメント情報

c.  海外売上高
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１株当たり純資産額 37,547.77円

１株当たり当期純利益 1,666.38円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

項目
当連結会計年度   

（平成22年７月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 851,334

普通株式に係る純資産額(千円) 850,344

差額の主な内訳(千円)

  新株予約権 990

普通株式の発行済株式数(株) 23,730

普通株式の自己株式数(株) 1,083

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

22,647

項目
当連結会計年度

(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 37,811

普通株式に係る当期純利益(千円) 37,811

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 22,691

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数(株)

 新株予約権 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成17年10月27日定時株
主総会決議ストック・オ
プション
（新株予約権 33個）

普通株式 330株
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該当事項はありません。 

  

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストッ

ク・オプション等関係、税効果会計関係、関連当事者情報、企業結合等関係の注記事項については、

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられる、もしくは該当事項がないため開示を省略

しております。 

(重要な後発事象)

(開示の省略)

－ 29 －

テックファーム㈱ （3625） 平成22年７月期決算短信



5.  個別財務諸表 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 202,367 316,392

売掛金 358,449 519,774

仕掛品 27,011 ※2  43,139

原材料及び貯蔵品 88 181

前払費用 34,281 33,406

繰延税金資産 69,102 50,310

未収還付法人税等 28,573 －

その他 3,278 8,325

貸倒引当金 △9,500 △14,121

流動資産合計 713,652 957,408

固定資産   

有形固定資産   

建物 20,842 20,842

減価償却累計額 △12,539 △20,842

建物（純額） 8,303 －

工具、器具及び備品 95,777 89,309

減価償却累計額 △61,625 △67,314

減損損失累計額 △5,897 △5,897

工具、器具及び備品（純額） 28,254 16,096

リース資産 － 12,875

減価償却累計額 － △643

リース資産（純額） － 12,231

有形固定資産合計 36,557 28,328

無形固定資産   

ソフトウエア 52,437 69,537

電話加入権 302 302

無形固定資産合計 52,739 69,840

投資その他の資産   

投資有価証券 45,575 48,361

関係会社株式 3,100 116,850

破産更生債権等 18,717 535

長期前払費用 675 770

差入保証金 87,820 132,745

繰延税金資産 25,268 19,768

その他 1,341 1,144

貸倒引当金 △18,717 △535

投資その他の資産合計 163,779 319,640

固定資産合計 253,076 417,809

資産合計 966,728 1,375,217
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成21年７月31日) 

当事業年度 
(平成22年７月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 9,050 104,202

短期借入金 － ※3  180,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  5,000 －

リース債務 － 2,542

未払金 49,248 65,488

未払費用 6,494 7,059

未払法人税等 － 18,660

未払消費税等 2,427 16,677

前受金 5,074 8,750

預り金 8,657 23,183

賞与引当金 51,864 53,130

製品保証引当金 6,800 9,800

本社移転損失引当金 － 17,026

その他 673 492

流動負債合計 145,290 507,013

固定負債   

リース債務 － 10,355

固定負債合計 － 10,355

負債合計 145,290 517,369

純資産の部   

株主資本   

資本金 319,445 319,445

資本剰余金   

資本準備金 279,445 279,445

資本剰余金合計 279,445 279,445

利益剰余金   

利益準備金 400 400

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 262,346 306,672

利益剰余金合計 262,746 307,072

自己株式 △41,188 △48,860

株主資本合計 820,447 857,101

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 － △243

評価・換算差額等合計 － △243

新株予約権 990 990

純資産合計 821,437 857,848

負債純資産合計 966,728 1,375,217
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

売上高 1,813,108 2,373,604

売上原価   

当期製品製造原価 1,186,303 ※5  1,620,780

売上原価合計 1,186,303 1,620,780

売上総利益 626,804 752,823

販売費及び一般管理費   

役員報酬 130,704 113,068

給料及び手当 189,142 202,604

賞与 28,196 22,175

法定福利費 35,121 33,992

支払手数料 80,119 67,682

採用費 36,178 12,682

地代家賃 － 34,560

研究開発費 ※2  67,738 ※2  2,943

減価償却費 1,776 3,023

貸倒引当金繰入額 2,550 5,156

賞与引当金繰入額 14,443 13,938

その他 131,085 131,900

販売費及び一般管理費合計 717,055 643,725

営業利益又は営業損失（△） △90,250 109,097

営業外収益   

受取利息 367 37

有価証券利息 625 1,562

受取配当金 － 14

投資有価証券評価益 － 1,070

投資有価証券割当益 － 2,034

助成金収入 1,320 680

業務受託料 － ※1  1,000

還付消費税等 － 892

その他 83 886

営業外収益合計 2,396 8,178

営業外費用   

支払利息 186 1,666

投資有価証券評価損 4,425 －

支払手数料 － 2,250

その他 417 90

営業外費用合計 5,028 4,007

経常利益又は経常損失（△） △92,882 113,268
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 ※3  815 ※3  134

減損損失 ※4  5,897 －

本社移転関連費用 － ※6  12,990

本社移転損失引当金繰入額 － 17,026

特別損失合計 6,713 30,150

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △99,596 83,117

法人税、住民税及び事業税 530 14,500

法人税等調整額 △36,930 24,291

法人税等合計 △36,400 38,791

当期純利益又は当期純損失（△） △63,196 44,325
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 319,445 319,445

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 319,445 319,445

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 279,445 279,445

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 279,445 279,445

資本剰余金合計   

前期末残高 279,445 279,445

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 279,445 279,445

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 400 400

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 400 400

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 354,018 262,346

当期変動額   

剰余金の配当 △28,476 －

当期純利益又は当期純損失（△） △63,196 44,325

当期変動額合計 △91,672 44,325

当期末残高 262,346 306,672

利益剰余金合計   

前期末残高 354,418 262,746

当期変動額   

剰余金の配当 △28,476 －

当期純利益又は当期純損失（△） △63,196 44,325

当期変動額合計 △91,672 44,325

当期末残高 262,746 307,072

自己株式   

前期末残高 － △41,188

当期変動額   

自己株式の取得 △41,188 △7,671

当期変動額合計 △41,188 △7,671

当期末残高 △41,188 △48,860
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年８月１日 
 至 平成22年７月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 953,308 820,447

当期変動額   

剰余金の配当 △28,476 －

当期純利益又は当期純損失（△） △63,196 44,325

自己株式の取得 △41,188 △7,671

当期変動額合計 △132,860 36,653

当期末残高 820,447 857,101

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △243

当期変動額合計 － △243

当期末残高 － △243

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △243

当期変動額合計 － △243

当期末残高 － △243

新株予約権   

前期末残高 990 990

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 990 990

純資産合計   

前期末残高 954,298 821,437

当期変動額   

剰余金の配当 △28,476 －

当期純利益又は当期純損失（△） △63,196 44,325

自己株式の取得 △41,188 △7,671

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △243

当期変動額合計 △132,860 36,410

当期末残高 821,437 857,848
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(4)【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成20年８月１日 
 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純損失（△） △99,596

減価償却費 38,400

減損損失 5,897

投資有価証券評価損益（△は益） 4,425

固定資産除却損 815

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,369

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,406

製品保証引当金の増減額（△は減少） 6,800

受取利息及び受取配当金 △992

支払利息 186

売上債権の増減額（△は増加） △106,315

たな卸資産の増減額（△は増加） 20,013

仕入債務の増減額（△は減少） △2,534

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,303

その他 4,145

小計 △152,094

利息及び配当金の受取額 992

利息の支払額 △196

法人税等の支払額 △49,829

営業活動によるキャッシュ・フロー △201,127

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △17,015

無形固定資産の取得による支出 △49,211

投資有価証券の取得による支出 △50,000

関係会社株式の取得による支出 △3,100

その他 △280

投資活動によるキャッシュ・フロー △119,607

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △10,000

自己株式の取得による支出 △41,605

配当金の支払額 △27,802

財務活動によるキャッシュ・フロー △79,407

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △400,142

現金及び現金同等物の期首残高 602,509

現金及び現金同等物の期末残高 ※  202,367
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       該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 関連会社株式 

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法によっております。 

 なお、組込デリバティブの時

価を区分して測定できない複合

金融商品については、複合金融

商品全体を時価評価し、評価差

額を当事業年度の営業外損益に

計上しております。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法により算

定）によっております。 

 なお、組込デリバティブの時

価を区分して測定できない複合

金融商品については、複合金融

商品全体を時価評価し、評価差

額を当事業年度の営業外損益に

計上しております。

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 仕掛品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

(1) 仕掛品

  同左

(2) 貯蔵品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

(2) 貯蔵品

個別法による原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）

(会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分)を適

用しております。

なお、これによる損益に与える影響

はありません。

３ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物 ８～15年

工具、器具及び備品 ４～10年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

  同左
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前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

   なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における見込利

用可能期間（２年～５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(3)      ───────

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

  同左

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

(4) 長期前払費用

   均等償却によっております。

   なお、償却期間については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

(4) 長期前払費用

  同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当事業年度

に対応する見積額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の支出

に備えるため、個別案件に対する見

積額及び売上高に対する過去の実績

率を基準とした見積額を計上してお

ります。

(追加情報)

従来、プログラムの無償補修費用

は、発生時に費用として処理してい

ましたが、無償補修費用の金額的重

要性が増したこと、及び将来の無償

補修費用を合理的に見積もることが

可能となったことから、期間損益計

算の適正化を図るため、当事業年度

より個別案件に対する見積額及び売

上高に対する過去の実績率を基準と

した見積額の合計額を、製品保証引

当金として計上することとしまし

た。 

 これにより、売上総利益は6,800

千円減少し、営業損失、経常損失及

び税引前当期純損失はそれぞれ

6,800千円増加しております。

(3) 製品保証引当金

プログラムの無償補修費用の支出

に備えるため、個別案件に対する見

積額及び売上高に対する過去の実績

率を基準とした見積額を計上してお

ります。
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前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

（4）  ─────── （4）受注損失引当金

受注制作ソフトウエア開発に係る

将来の損失に備えるため、当事業年

度末における受注制作ソフトウエア

のうち、損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる契約について、損失見込

額を計上しております。

（5）  ─────── （5）本社移転損失引当金 

本社移転に伴い将来発生する損失

に備えるため、原状回復費等の損失

見込額を計上しております

５  重要な収益及び費用の計

上基準

       ─────── 売上高及び売上原価の計上基準

（1）当事業年度末までの進捗部分に

について成果の確実性が認めら

れる契約

工事進行基準（原価の進捗率の見

積もりは原価比例法）

（2）その他の受注契約
検収基準（工事完成基準）

（会計方針の変更）

  受注制作のソフトウエア開発に係る

収益及び費用の計上基準については、

従来、検収基準（工事完成基準）を適

用しておりましたが、「工事契約に関

する会計基準」（企業会計基準第15号 

 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第18号  平成19年12

月27日）を当事業年度より適用し、当

事業年度に着手した契約から、当事業

年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる契約については工

事進行基準（原価の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の契約につい

ては検収基準（工事完成基準）を適用

しております。 

  これにより、当事業年度の売上高は

76,970千円増加し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞれ

33,898千円増加しております。

６  キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

───────

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(7)【重要な会計方針の変更】

【会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

(リース取引に関する会計基準)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引

に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６

月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日

改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第16号(平成６年１月18日

(日本公認会計士協会  会計制度委員会)、平成19年３

月30日改正))を適用し、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

これにより損益に与える影響はありません。

――――――――――

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

―――――――――― （損益計算書）

１．前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しておりました「地代家賃」は、

販売費及び一般管理費の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記いたしました。

  なお、前事業年度における「地代家賃」の金額は

35,003千円であります。

２．前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「支払手数料」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記いたしま

した。

  なお、前事業年度における「支払手数料」の金額

は417千円であります。
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(8)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年７月31日)

当事業年度 
(平成22年７月31日)

 

 

※１  担保資産

著作権（TMConnect） －  千円

  上記に対応する債務

 

一年内返済予定の長期借入金 5,000千円

               ――――――――――

        ―――――――――― ※２  損失が見込まれる受注制作のソフトウエア開発

契約に係るたな卸資産は、これに対応する受注損

失引当金2,820千円（うち、仕掛品に係る受注損失

引当金2,820千円）を相殺表示しております。

            ―――――――――― ※３  コミットメントライン及び財務制限条項

当社は、資金調達枠の確保を目的とし、取引銀行

１行とバイラテラル方式によるコミットメントライ

ン契約を締結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

融資枠設定金額  150,000千円 

借入実行残高    150,000千円 

差引残高             －千円

  上記のコミットメントライン契約には、次の財務制

限条項が付されております。

・決算期（中間期を含む）の末日における連結の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること

・決算期（中間期を含む）の末日における単体の貸借

対照表における純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること

・決算期（中間期を含む）における連結の損益計算書

における営業損益及び経常損益を損失とならないよう

にすること。

・決算期（中間期を含む）における単体の損益計算書

における営業損益及び経常損益を損失とならないよう

にすること。

・決算期（中間期を含む）の末日における連結の貸借

対照表上の借入依存度を60％以下に維持すること。

・決算期（中間期を含む）の末日における単体の貸借

対照表上の借入依存度を60％以下に維持すること。
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

               ──────── ※１  各科目に含まれている関係会社に対するものは

次のとおりであります。

業務受託料           1,000千円

 

 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は67,738千円で

あります。

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 815千円

※４ 減損損失  

当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

本社（東京都
渋谷区）

事業用資産 工具、器具及び備品

 当社は、継続的に収支の把握を行っている事業部を

基礎としたグルーピングをしております。

  上記の資産グループは、営業活動から生じる損益が

継続してマイナスとなることが見込まれるため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（5,897千円）として特別損失に計上いたしまし

た。 

  減損損失の内訳は、工具、器具及び備品5,897千円

であります。

  なお、回収可能価額の算定に当たっては、使用価値

を零として減損損失を測定しております。

 

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は2,943千円で

あります。

※３  固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 134千円

   

          ────────

              ──────── ※５   売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額

は2,820千円であります。

              ──────── ※６  本社移転関連費用の内訳は、翌事業年度の本社

移転に伴う固定資産の臨時償却費6,990千円及び不

動産仲介・その他の費用6,000千円であります。
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前事業年度(自 平成20年８月１日 至 平成21年７月31日） 

１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議による自己株式の取得による増加  893株 

  

３  新株予約権等に関する事項 

 
  

４  配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成21年８月１日 至 平成22年７月31日） 

自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議による自己株式の取得による増加  190株 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 23,730 ― ― 23,730

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) ─ 893 ─ 893

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 990

合計 ― ― ― ― 990

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年10月23日 
定時株主総会

普通株式 28,476 1,200 平成20年７月31日 平成20年10月24日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 893 190 ─ 1,083
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(注)  算定上の基礎 

１  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

※   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成21年７月31日現在)

  現金及び預金勘定 202,367千円

 現金及び現金同等物 202,367千円

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

１株当たり純資産額 35,926.26円 １株当たり純資産額 37,835.40円

１株当たり当期純損失 2,727.03円 １株当たり当期純利益 1,953.44円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

項目
前事業年度

(平成21年７月31日)
当事業年度 

（平成22年７月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 821,437 857,848

普通株式に係る純資産額(千円) 820,447 856,858

差額の主な内訳(千円)

  新株予約権 990 990

普通株式の発行済株式数(株) 23,730 23,730

普通株式の自己株式数(株) 893 1,083

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

22,837 22,647
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２  １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
  

該当事項はありません。 

  

リース取引関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、ストック・オプション等

関係、持分法損益等、税効果会計関係、関連当事者情報の注記事項については、決算短信における開

示の必要性が大きくないと考えられる、もしくは該当事項がないため開示を省略しております。 

項目
前事業年度

(自 平成20年８月１日
至 平成21年７月31日)

当事業年度
(自 平成21年８月１日
至 平成22年７月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

△63,196 44,325

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
(千円)

△63,196 44,325

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 23,174 22,691

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成17年10月27日定時株
主総会決議ストック・オ
プション
（新株予約権 33個）

普通株式 330株

平成17年10月27日定時株
主総会決議ストック・オ
プション
（新株予約権  33個）

普通株式  330株

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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① 代表者の異動 

該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

該当事項はありません。 

  

本社事務所の移転 

当社は、本社移転に関しまして次のとおり決定しております。 

① 新本社所在地 

東京都新宿区大久保一丁目３番21号 新宿TXビル 

② 移転時期（予定） 

平成22年11月中旬 

③ 移転の理由 

本社及び分室の２か所の拠点を１か所に集約し、コミュニケーションロスの削減、業務効率及び生

産性の向上、また、昨今のオフィス賃料相場の下落による事務所費用の削減を目的としております。

④ 今後の見通し 

本件の業績に与える影響は、平成22年７月期決算数値及び次期の業績予想数値に織込まれておりま

す。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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当社グループは単一事業を営んでいるため、事業の種類別セグメントに代えて、事業部門別に記載し

ております。 

  また、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前年との比較は行っておりません。 

  

①生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３  部門間及び連結会社間取引については相殺消去をしております。 

４  連結子会社であるエクシーダ㈱の生産実績は、ITプロバイド事業に含めております。 

  

②受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ITプロバイド事業のうち、Ｇガイドモバイル関連及び自社プロダクト等のサービス提供については、受

注生産を行っていないため、受注実績の記載をしておりません。 

３  連結子会社であるエクシーダ㈱の受注実績は、ITプロバイド事業に含めております。 

  

(3) 生産、受注及び販売の状況

事業部門別

当連結会計年度
(自  平成21年８月１日 
  至  平成22年７月31日)

生産高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 905,118

ITプロバイド事業 717,377

合計 1,622,495

事業部門別

当連結会計年度
(自  平成21年８月１日 
  至  平成22年７月31日)

受注高
(千円)

受注残高
(千円)

プロフェッショナルサービス事業 1,512,623 279,575

ITプロバイド事業 845,334 142,367

合計 2,357,958 421,942
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③販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ３  部門間及び連結会社間取引については相殺消去をしております。 

  ４  連結子会社であるエクシーダ㈱の販売実績は、ITプロバイド事業に含めております。 

  

事業部門別

当連結会計年度
(自  平成21年８月１日 
  至  平成22年７月31日)

販売高(千円)

プロフェッショナルサービス事業 1,375,534

ITプロバイド事業 1,031,941

合計 2,407,475

相手先

当連結会計年度
(自  平成21年８月１日 
  至  平成22年７月31日)

販売高(千円) 割合(％)

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 552,247 22.9
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